
【第２号議案　令和５年度決算関係書類承認の件】

Ⅰ　一般会計
（収入の部） （単位：千円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由

Ⅰ 会 費 収 入 22,679 22,747 △ 68

Ⅱ 補 助 金 等 収 入 112,415 112,419 △ 5

Ⅲ 受 託 金 収 入 28,542 31,068 △ 2,526 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業費の減

Ⅳ 諸 収 入 24,475 21,765 2,710 基金引当金戻入の増

188,110 187,998 112

（支出の部） （単位：千円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由

Ⅰ 事 業 費 183,530 183,428 102

1 補 助 事 業 費 127,996 128,184 △ 188

2 小規模事業者組織化指導事業 1,093 1,093 0

3
中小企業組合等課題対応支援
事業 814 814 0

4
制度改正等の課題解決環境
整備事業 446 451 △ 5

5 事業環境変化対応型支援事業 455 455 0

6 外国人技能実習制度適正化事業 170 170 0

7 受 託 事 業 費 28,542 31,068 △ 2,526 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業費の減

8 一 般 事 業 費 24,014 21,193 2,821 九州大会繰入費の増

Ⅱ 引 当 繰 入 支 出 300 300 0

Ⅲ 負 担 金 4,160 4,046 114

Ⅳ 雑 支 出 0 0 0

Ⅴ 当期純利益金額・予備費 119 224 △ 105

188,110 187,998 112

Ⅱ　特別会計（特定退職金共済・総合保障共済）
（収入の部） （単位：千円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由
Ⅰ 事務手数料収入・事業収入 5,250 5,200 50 特定退職金共済加入口数の増

Ⅱ 雑 収 入 4 4 0
5,255 5,204 51

（支出の部） （単位：千円）
決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由

Ⅰ 一 般 管 理 費 4,275 4,412 △ 137
Ⅱ 当期純利益金額・予備費 980 792 188

5,255 5,204 51

Ⅲ　会館会計
（収入の部） （単位：千円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由
Ⅰ 特 別 会 費 収 入 2,886 3,000 △ 114
Ⅱ 修 繕 積 立 金 取 崩 0 0 0
Ⅲ 受 取 施 設 利 用 料 0 5 △ 5
Ⅳ 雑 収 入 1,778 1,500 278 受託事業からの光熱水料収入の増

4,664 4,505 159

（支出の部） （単位：千円）
決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由

Ⅰ 会 館 管 理 費 3,282 3,300 △ 18
Ⅱ 修 繕 費 ・ 雑 費 等 1,382 1,205 177

4,664 4,505 159

※　収支決算書（案）の金額(100円単位）を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

   

科　　目

合　　計

令和５年度　収支決算書（案）の概要

科　　目

合　　計

科　　目

合　　計
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合　　計
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【第２号議案　令和５年度決算関係書類承認の件】

Ⅰ　一般会計
（収入の部） （単位：千円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由

Ⅰ 会 費 収 入 22,679 22,747 △ 68

Ⅱ 補 助 金 等 収 入 112,415 112,419 △ 5

Ⅲ 受 託 金 収 入 28,542 31,068 △ 2,526 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業費の減

Ⅳ 諸 収 入 24,475 21,765 2,710 基金引当金戻入の増

188,110 187,998 112

（支出の部） （単位：千円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由

Ⅰ 事 業 費 183,530 183,428 102

1 補 助 事 業 費 127,996 128,184 △ 188

2 小規模事業者組織化指導事業 1,093 1,093 0

3
中小企業組合等課題対応支援
事業 814 814 0

4
制度改正等の課題解決環境
整備事業 446 451 △ 5

5 事業環境変化対応型支援事業 455 455 0

6 外国人技能実習制度適正化事業 170 170 0

7 受 託 事 業 費 28,542 31,068 △ 2,526 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業費の減

8 一 般 事 業 費 24,014 21,193 2,821 九州大会繰入費の増

Ⅱ 引 当 繰 入 支 出 300 300 0

Ⅲ 負 担 金 4,160 4,046 114

Ⅳ 雑 支 出 0 0 0

Ⅴ 当期純利益金額・予備費 119 224 △ 105

188,110 187,998 112

Ⅱ　特別会計（特定退職金共済・総合保障共済）
（収入の部） （単位：千円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由
Ⅰ 事務手数料収入・事業収入 5,250 5,200 50 特定退職金共済加入口数の増

Ⅱ 雑 収 入 4 4 0
5,255 5,204 51

（支出の部） （単位：千円）
決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由

Ⅰ 一 般 管 理 費 4,275 4,412 △ 137
Ⅱ 当期純利益金額・予備費 980 792 188

5,255 5,204 51

Ⅲ　会館会計
（収入の部） （単位：千円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由
Ⅰ 特 別 会 費 収 入 2,886 3,000 △ 114
Ⅱ 修 繕 積 立 金 取 崩 0 0 0
Ⅲ 受 取 施 設 利 用 料 0 5 △ 5
Ⅳ 雑 収 入 1,778 1,500 278 受託事業からの光熱水料収入の増

4,664 4,505 159

（支出の部） （単位：千円）
決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 主な増減理由

Ⅰ 会 館 管 理 費 3,282 3,300 △ 18
Ⅱ 修 繕 費 ・ 雑 費 等 1,382 1,205 177

4,664 4,505 159

※　収支決算書（案）の金額(100円単位）を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

   

科　　目

合　　計

令和５年度　収支決算書（案）の概要

科　　目

合　　計

科　　目

合　　計

科　　目

合　　計

科　　目

合　　計

科　　目

合　　計

科　　目 金　　額

Ⅰ　流動資産
  １　現金及び預金
　（１）　現　　　金 手元在高 81,811
　（２）　預　　　金
　　①普通預金　 宮崎銀行  11口 13,625,156

商工中金　 ２口 6,884,616
宮崎太陽銀行　２口 1,873,883
鹿児島銀行　１口 2,150,953
西日本シティ銀行　１口 1,458,974
南日本銀行　１口 712,895
宮崎第一信用金庫他２金庫　４口 2,625,074
宮崎県南部信用組合　１口 140,418

　　②振替貯金　 １口 40,286 計 29,594,066
  ２　前払費用 年金共済（４月分）他 204,287 204,287
  ３　未収金 ものづくり・商業・サービス生産性向上

促進事業（令和元年度補正）受託金　他 2,429,010 2,429,010
  ４　立替金 0 0
  ５　仮払金 消費税中間納付分　他 2,375,900 2,375,900

34,603,263

Ⅱ　固定資産
  １　退職給与引当資産
　（１）　預　　　金
　　①普通預金 商工中金　１口 103,778,574

宮崎太陽銀行　１口 2,103,259
　　②定期預金 宮崎銀行　１口 1,000,000

宮崎第一信用金庫他２金庫　４口 4,003,292
南日本銀行　１口 1,002,259
鹿児島銀行　１口 1,000,000
宮崎県南部信用組合　２口 2,500,000 計 115,387,384

  ２　基金引当資産
　（１）　預　　　金
　　①普通預金　 宮崎銀行　１口  41,636,291

宮崎太陽銀行　１口 4,676,671
　　②定期預金　 商工中金　１口 800,000

宮崎太陽銀行　１口 5,823,008 計 52,935,970
  ３　基本財産引当資産
　（１）　預　　　金
　　①普通預金　 商工中金　１口  1,454,303
　　②定期預金　 商工中金　１口 4,400,000 計 5,854,303
  ４　関係先出資金 宮崎県火災共済（協）　１００口 10,000 10,000
  ５　器具備品 電話設備 1 1

174,187,658
208,790,921

Ⅰ　流動負債
  １　前受金 0 0
  ２　未払金 社会保険料  他 4,927,352 4,927,352
  ３　預り金 社会保険料職員負担分　他 8,075,001 8,075,001

  ４　仮受金 0 0
13,002,353

Ⅱ　固定負債
  １　退職給与引当金 115,387,384 115,387,384
  ２　基金引当金 49,753,241 49,753,241

165,140,625
178,142,978

Ⅰ　正味資産 30,647,943

財産目録
令和６年３月３１日現在

（単位：円）

一　資　産　の　部

摘　　要

資　産　合　計

三　正味資産の部

流動資産計

固定資産計

二　負　債　の　部

流動負債計

固定負債計
負　債　合　計
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    （単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

Ⅰ　流　動　資　産 Ⅰ　流　動　負　債

　　１　現金及び預金 29,594,066 　　１　前受金 0

　　２　前払費用 204,287 　　２　未払金 4,927,352

　　３　未収金 2,429,010 　　３　預り金 8,075,001

　　４　立替金 0 　　４　仮受金 0

　　５　仮払金 2,375,900 流動負債計 13,002,353

流動資産計 34,603,263

Ⅱ　固　定　負　債

Ⅱ　固　定　資　産 　　１　退職給与引当金 115,387,384

　　１　退職給与引当資産 115,387,384 　　２　基金引当金 49,753,241

　　２　基金引当資産 52,935,970 固定負債計 165,140,625

　　３　基本財産引当資産 5,854,303

　　４　関係先出資金 10,000 負債合計 178,142,978

　　５　器具備品 1

固定資産計 174,187,658

Ⅰ　資　　　　　 本

　　１　基本財産 5,854,303

　　２　当期純利益金額 119,133

　　３　前期繰越剰余金 24,674,507

資本合計 30,647,943

純資産合計 30,647,943

資　産　合　計 208,790,921 負債及び純資産合計 208,790,921

（三　純 資 産 の 部）

貸借対照表
令和６年３月３１日現在

（一　資　産　の　部） （二　負　債　の　部）

    （単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（三　事業費用の部） （一　事業収益の部）

　１　補助事業費 　１　補助金等収入 112,414,738

　(1)指導員及び職員の設置 89,174,326 　２　受託金収入 28,542,169

　(2)指導事務費 15,294,457 　３　補助事業分担金収入 749,941

　(3)指導員等の資質の向上を図る事業 2,938,521 事業収益計 141,706,848

　(4)指導体制強化事業 13,743,213

　(5)地域産業実態調査事業 598,322 （二　会費等収入の部）

　(6)組合等への情報提供事業 3,109,430 　１　会費収入 22,678,500

　(7)中小企業団体情報連絡員の設置 712,800 　２　特別負担金収入 180,000

　(8)中小企業組合組織化開拓事業 240,900 会費等収入計 22,858,500

　(9)中小企業連携組織等支援事業 2,183,848

補助事業費計 127,995,817 （五　事業外収益の部）

　２　小規模事業者組織化指導事業 1,093,370 　１　広告収入 1,377,000

　３　中小企業組合等課題対応支援事業 813,977 　２　受取利息 871

　４　制度改正等の課題解決環境整備事業 446,260 　３　雑収入 18,984,042

　５　事業環境変化対応型支援事業 455,251 事業外収益計 20,361,913

　６　外国人技能実習制度適正化事業 169,882

　７　受託事業費 （六　特別利益の部）

　(1)中小企業景況調査 477,600 　１　退職給与引当金戻入 0

　(２) ものづくり・商業・ｻｰﾋﾞｽ生産性向上
　　　促進事業（令和元年度補正）

28,064,569 　２　基金引当金戻入 3,182,729

受託事業費計 28,542,169 特別利益計 3,182,729

　８　一般事業費 24,013,764

事業費用計 183,530,490

（四　一般管理費の部）

　１　引当繰入支出 300,000

　２　負担金 4,160,367

　３　雑支出 0

一般管理費計 4,460,367

当期純利益金額 119,133

合　　計 188,109,990 合　　計 188,109,990

損益計算書

至　令和６年３月３１日

自　令和５年４月　１日
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    （単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

Ⅰ　流　動　資　産 Ⅰ　流　動　負　債

　　１　現金及び預金 29,594,066 　　１　前受金 0

　　２　前払費用 204,287 　　２　未払金 4,927,352

　　３　未収金 2,429,010 　　３　預り金 8,075,001

　　４　立替金 0 　　４　仮受金 0

　　５　仮払金 2,375,900 流動負債計 13,002,353

流動資産計 34,603,263

Ⅱ　固　定　負　債

Ⅱ　固　定　資　産 　　１　退職給与引当金 115,387,384

　　１　退職給与引当資産 115,387,384 　　２　基金引当金 49,753,241

　　２　基金引当資産 52,935,970 固定負債計 165,140,625

　　３　基本財産引当資産 5,854,303

　　４　関係先出資金 10,000 負債合計 178,142,978

　　５　器具備品 1

固定資産計 174,187,658

Ⅰ　資　　　　　 本

　　１　基本財産 5,854,303

　　２　当期純利益金額 119,133

　　３　前期繰越剰余金 24,674,507

資本合計 30,647,943

純資産合計 30,647,943

資　産　合　計 208,790,921 負債及び純資産合計 208,790,921

（三　純 資 産 の 部）

貸借対照表
令和６年３月３１日現在

（一　資　産　の　部） （二　負　債　の　部）

    （単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（三　事業費用の部） （一　事業収益の部）

　１　補助事業費 　１　補助金等収入 112,414,738

　(1)指導員及び職員の設置 89,174,326 　２　受託金収入 28,542,169

　(2)指導事務費 15,294,457 　３　補助事業分担金収入 749,941

　(3)指導員等の資質の向上を図る事業 2,938,521 事業収益計 141,706,848

　(4)指導体制強化事業 13,743,213

　(5)地域産業実態調査事業 598,322 （二　会費等収入の部）

　(6)組合等への情報提供事業 3,109,430 　１　会費収入 22,678,500

　(7)中小企業団体情報連絡員の設置 712,800 　２　特別負担金収入 180,000

　(8)中小企業組合組織化開拓事業 240,900 会費等収入計 22,858,500

　(9)中小企業連携組織等支援事業 2,183,848

補助事業費計 127,995,817 （五　事業外収益の部）

　２　小規模事業者組織化指導事業 1,093,370 　１　広告収入 1,377,000

　３　中小企業組合等課題対応支援事業 813,977 　２　受取利息 871

　４　制度改正等の課題解決環境整備事業 446,260 　３　雑収入 18,984,042

　５　事業環境変化対応型支援事業 455,251 事業外収益計 20,361,913

　６　外国人技能実習制度適正化事業 169,882

　７　受託事業費 （六　特別利益の部）

　(1)中小企業景況調査 477,600 　１　退職給与引当金戻入 0

　(２) ものづくり・商業・ｻｰﾋﾞｽ生産性向上
　　　促進事業（令和元年度補正）

28,064,569 　２　基金引当金戻入 3,182,729

受託事業費計 28,542,169 特別利益計 3,182,729

　８　一般事業費 24,013,764

事業費用計 183,530,490

（四　一般管理費の部）

　１　引当繰入支出 300,000

　２　負担金 4,160,367

　３　雑支出 0

一般管理費計 4,460,367

当期純利益金額 119,133

合　　計 188,109,990 合　　計 188,109,990

損益計算書

至　令和６年３月３１日

自　令和５年４月　１日
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（単位：円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 摘　　要

Ⅰ　 22,678,500 22,746,500 △ 68,000

1 19,726,500 19,794,500 △ 68,000

2 2,002,000 2,002,000 0

3 950,000 950,000 0

Ⅱ 112,414,738 112,419,300 △ 4,562

1 109,082,018 109,081,564 454 宮崎県

2 593,000 593,000 0 市町村

3 854,350 854,350 0 全国中央会

4 813,977 813,977 0 全国中央会

5 446,260 451,276 △ 5,016 全国中央会

6 455,251 455,251 0 全国中央会

7 169,882 169,882 0 全国中央会

Ⅲ 28,542,169 31,067,774 △ 2,525,605

1 477,600 477,600 0 全国中央会

2 28,064,569 30,590,174 △ 2,525,605 全国中央会

Ⅳ 24,474,583 21,764,900 2,709,683

1 180,000 180,000 0 新設組合等特別負担金

2 1,377,000 1,359,500 17,500 機関誌掲載広告等

3 749,941 781,167 △ 31,226 組合等負担分

4 871 1,000 △ 129

5 18,984,042 19,443,233 △ 459,191 各種共済手数料等

6 0 0 0

7 3,182,729 0 3,182,729

188,109,990 187,998,474 111,516

制度改正等の課題解決環境
整備事業補助金

外国人技能実習制度適正化事業
補助金

補 助 金 等 収 入

事業環境変化対応型支援事業
補助金

合　　計

諸 収 入

特 別 負 担 金 収 入

広 告 収 入

補助事業分担金収入

基金引当金戻入

受 取 利 息

雑 収 入

退職給与引当金戻入

収支決算書（案）
自　令和５年４月　１日
至　令和６年３月３１日

ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進事業（令和元年度補正）

中小企業景況調査

補 助 金

市 町 村 補 助 金

小規模事業者組織化指導事業
補助金

受 託 金 収 入

中小企業組合等課題対応支援
事業補助金

法 定 会 員 会 費

定 款 会 員 会 費

賛 助 会 員 会 費

（収　入　の　部）

科　　目

会 費 収 入

（支　出　の　部） （単位：円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 摘　　要

Ⅰ　 事　　業　　費 183,530,490 183,428,262 102,228

127,995,817 128,183,954 △ 188,137

1 89,174,326 89,222,295 △ 47,969

(1) 俸 給 51,820,800 51,820,800 0 指導員１３人、職員２人

(2) 扶 養 手 当 1,218,000 1,218,000 0

(3) 通 勤 手 当 507,600 507,600 0

(4) 期 末 手 当 20,560,721 20,560,721 0

(5) 住 居 手 当 1,919,000 1,919,000 0

(6) 超 過 勤 務 手 当 762,692 809,963 △ 47,271

(7) 福 利 厚 生 費 12,385,513 12,386,211 △ 698 社会保険料等

(8) 賃 金 0 0 0

2 15,294,457 15,433,862 △ 139,405

(1) 指 導 旅 費 580,770 701,250 △ 120,480 組合巡回

(2) 事 務 費 6,341,687 6,360,612 △ 18,925

①庁　　費 2,680,597 2,725,819 △ 45,222 指導資料費等

②ファクシミリ設置費 179,326 153,029 26,297

③コンピュータ設置費 2,834,964 2,834,964 0

④ネットワーク運営費等 646,800 646,800 0

⑤情報化推進計画策定費 0 0 0

(3) 福 利 環 境 整 備 費 8,372,000 8,372,000 0

3 2,938,521 2,932,633 5,888

(1) 旅 費 1,379,591 1,377,563 2,028 中小企業大学校等研修

(2) 研 修 受 講 料 298,000 298,000 0 中小企業大学校研修

(3) 中央会指導員等研究会開催費 0 0 0

(4) 資格取得促進・職員派遣事業費 1,260,930 1,257,070 3,860 中小企業診断士養成課程研修

4 指導体制強化事業 13,743,213 13,655,732 87,481

(1) 指 導 体 制 強 化 費 13,743,213 13,655,732 87,481 ３人

5 598,322 598,322 0

(1) 地 域 産 業 実 態 調 査 事 業 費 598,322 598,322 0

6 3,109,430 3,109,230 200

(1) 情 報 提 供 事 業 費 3,109,430 3,109,230 200 機関誌、資料収集加工

科　　目

（補助事業費）

指導員及び職員の設置

指導事務費

指導員等の資質の向上を図る事業

地域産業実態調査事業

組合等への情報提供事業

－ 25 －



　　

（単位：円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 摘　　要

Ⅰ　 22,678,500 22,746,500 △ 68,000

1 19,726,500 19,794,500 △ 68,000

2 2,002,000 2,002,000 0

3 950,000 950,000 0

Ⅱ 112,414,738 112,419,300 △ 4,562

1 109,082,018 109,081,564 454 宮崎県

2 593,000 593,000 0 市町村

3 854,350 854,350 0 全国中央会

4 813,977 813,977 0 全国中央会

5 446,260 451,276 △ 5,016 全国中央会

6 455,251 455,251 0 全国中央会

7 169,882 169,882 0 全国中央会

Ⅲ 28,542,169 31,067,774 △ 2,525,605

1 477,600 477,600 0 全国中央会

2 28,064,569 30,590,174 △ 2,525,605 全国中央会

Ⅳ 24,474,583 21,764,900 2,709,683

1 180,000 180,000 0 新設組合等特別負担金

2 1,377,000 1,359,500 17,500 機関誌掲載広告等

3 749,941 781,167 △ 31,226 組合等負担分

4 871 1,000 △ 129

5 18,984,042 19,443,233 △ 459,191 各種共済手数料等

6 0 0 0

7 3,182,729 0 3,182,729

188,109,990 187,998,474 111,516

制度改正等の課題解決環境
整備事業補助金

外国人技能実習制度適正化事業
補助金

補 助 金 等 収 入

事業環境変化対応型支援事業
補助金

合　　計

諸 収 入

特 別 負 担 金 収 入

広 告 収 入

補助事業分担金収入

基金引当金戻入

受 取 利 息

雑 収 入

退職給与引当金戻入

収支決算書（案）
自　令和５年４月　１日
至　令和６年３月３１日

ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進事業（令和元年度補正）

中小企業景況調査

補 助 金

市 町 村 補 助 金

小規模事業者組織化指導事業
補助金

受 託 金 収 入

中小企業組合等課題対応支援
事業補助金

法 定 会 員 会 費

定 款 会 員 会 費

賛 助 会 員 会 費

（収　入　の　部）

科　　目

会 費 収 入

（支　出　の　部） （単位：円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 摘　　要

Ⅰ　 事　　業　　費 183,530,490 183,428,262 102,228

127,995,817 128,183,954 △ 188,137

1 89,174,326 89,222,295 △ 47,969

(1) 俸 給 51,820,800 51,820,800 0 指導員１３人、職員２人

(2) 扶 養 手 当 1,218,000 1,218,000 0

(3) 通 勤 手 当 507,600 507,600 0

(4) 期 末 手 当 20,560,721 20,560,721 0

(5) 住 居 手 当 1,919,000 1,919,000 0

(6) 超 過 勤 務 手 当 762,692 809,963 △ 47,271

(7) 福 利 厚 生 費 12,385,513 12,386,211 △ 698 社会保険料等

(8) 賃 金 0 0 0

2 15,294,457 15,433,862 △ 139,405

(1) 指 導 旅 費 580,770 701,250 △ 120,480 組合巡回

(2) 事 務 費 6,341,687 6,360,612 △ 18,925

①庁　　費 2,680,597 2,725,819 △ 45,222 指導資料費等

②ファクシミリ設置費 179,326 153,029 26,297

③コンピュータ設置費 2,834,964 2,834,964 0

④ネットワーク運営費等 646,800 646,800 0

⑤情報化推進計画策定費 0 0 0

(3) 福 利 環 境 整 備 費 8,372,000 8,372,000 0

3 2,938,521 2,932,633 5,888

(1) 旅 費 1,379,591 1,377,563 2,028 中小企業大学校等研修

(2) 研 修 受 講 料 298,000 298,000 0 中小企業大学校研修

(3) 中央会指導員等研究会開催費 0 0 0

(4) 資格取得促進・職員派遣事業費 1,260,930 1,257,070 3,860 中小企業診断士養成課程研修

4 指導体制強化事業 13,743,213 13,655,732 87,481

(1) 指 導 体 制 強 化 費 13,743,213 13,655,732 87,481 ３人

5 598,322 598,322 0

(1) 地 域 産 業 実 態 調 査 事 業 費 598,322 598,322 0

6 3,109,430 3,109,230 200

(1) 情 報 提 供 事 業 費 3,109,430 3,109,230 200 機関誌、資料収集加工

科　　目

（補助事業費）

指導員及び職員の設置

指導事務費

指導員等の資質の向上を図る事業

地域産業実態調査事業

組合等への情報提供事業

－ 26 －



（単位：円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 摘　　要

7 712,800 712,800 0

(1) 中小企業団体情報連絡員の設置費 712,800 712,800 0 ３０人

8 240,900 240,900 0

(1) 中小企業組合組織化開拓事業費 240,900 240,900 0

9 2,183,848 2,278,180 △ 94,332

(1) 組合等活動新展開支援事業費 182,900 182,900 0 7回

(2) 組合等経営力強化支援事業費 774,152 780,000 △ 5,848 9回

(3) 組合役職員等ｽｷﾙｱｯﾌﾟ事業費 339,240 339,240 0 ３回

(4) 組合青年部組織強化支援事業費 476,740 490,000 △ 13,260 １回

(5) 女性経営者等資質向上支援事業費 288,496 363,720 △ 75,224 ３回

(6) 組合等ICT対応強化支援事業費 122,320 122,320 0 1回

1,093,370 1,093,370 0 全国中央会

(1) 指 導 旅 費 0 0 0

(2) 特 別 講 習 会 開 催 費 717,060 717,060 0 ５回

(3) 調 査 研 究 費 376,310 376,310 0

813,977 813,977 0 全国中央会

(1) 取 引 力 強 化 推 進 事 業 費 813,977 813,977 0 ３組合

446,260 451,276 △ 5,016 全国中央会

(1) 制度改正等の課題解決環境整備事業費 446,260 451,276 △ 5,016

455,251 455,251 0 全国中央会

(1) 事業環境変化対応型支援事業費 455,251 455,251 0

169,882 169,882 0 全国中央会

(1) 外国人技能実習制度適正化事業費 169,882 169,882 0

（受託事業費） 28,542,169 31,067,774 △ 2,525,605

1 477,600 477,600 0 全国中央会

2 28,064,569 30,590,174 △ 2,525,605 全国中央会

科　　目

中小企業団体情報連絡員の設置

中小企業組合組織化開拓事業

中小企業連携組織等支援事業

（小規模事業者組織化指導事業）

（外国人技能実習制度適正化事業）

（中小企業組合等課題対応支援事業）

中小企業景況調査

ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進事業（令和元年度補正）

（制度改正等の課題解決環境整備事業）

（事業環境変化対応型支援事業）

（単位：円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 摘　　要

24,013,764 21,192,778 2,820,986

1 179,330 179,330 0

2 2,814,839 2,763,588 51,251

3 166,909 166,908 1

4 4,252,812 4,352,952 △ 100,140

(1) 職 員 給 料 手 当 796,836 896,976 △ 100,140

(2) 共 済 等 掛 金 2,412,000 2,412,000 0

(3) 管 理 職 手 当 491,976 491,976 0

(4) 役 職 手 当 552,000 552,000 0

5 2,609,933 2,500,000 109,933

6 1,921,507 2,000,000 △ 78,493 総会、理事会等

7 166,200 180,000 △ 13,800

8 74,100 100,000 △ 25,900

9 334,274 300,000 34,274 消耗品費等

10 393,999 500,000 △ 106,001

11 150,367 150,000 367

12 93,890 100,000 △ 6,110

13 0 0 0

14 0 0 0

15 2,760,000 3,000,000 △ 240,000

16 4,546,772 4,500,000 46,772 共済掛金集金事務費他

17 0 0 0

18 366,103 400,000 △ 33,897

19 0 0 0

20 3,182,729 0 3,182,729

Ⅱ 300,000 300,000 0

1 0 0 0

2 300,000 300,000 0

3 0 0 0

Ⅲ 4,160,367 4,046,000 114,367

1 2,546,000 2,546,000 0 全国中央会他

2 1,614,367 1,500,000 114,367 JETRO他

Ⅳ 0 0 0

1 0 0 0

Ⅴ 0 224,212 △ 224,212

1 0 224,212 △ 224,212

Ⅵ 119,133 0 119,133

1 119,133 0 119,133

188,109,990 187,998,474 111,516

科　　目

（一般事業費）

表　彰　費

福利厚生費

会員親睦交流事業費

人　件　費

役職員旅費

会　議　費

業界・課題別検討部会開催費

交　際　費

事　務　費

通　信　費

会長退任慰労積立金繰入

基金引当繰入

九州大会繰入費

車　輌　費

交　通　費

職員退職金

事務委託費

雑　　　費

組合台帳管理システム開発費

減価償却費

予　備　費

合　　計

当期純利益金額

当期純利益金額

負　担　金

関係団体負担金

その他の負担金

雑　支　出

役員退職金

雑　支　出

予　備　費

租税公課

引当繰入支出

退職給与引当金繰入

－ 27 －



（単位：円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 摘　　要

7 712,800 712,800 0

(1) 中小企業団体情報連絡員の設置費 712,800 712,800 0 ３０人

8 240,900 240,900 0

(1) 中小企業組合組織化開拓事業費 240,900 240,900 0

9 2,183,848 2,278,180 △ 94,332

(1) 組合等活動新展開支援事業費 182,900 182,900 0 7回

(2) 組合等経営力強化支援事業費 774,152 780,000 △ 5,848 9回

(3) 組合役職員等ｽｷﾙｱｯﾌﾟ事業費 339,240 339,240 0 ３回

(4) 組合青年部組織強化支援事業費 476,740 490,000 △ 13,260 １回

(5) 女性経営者等資質向上支援事業費 288,496 363,720 △ 75,224 ３回

(6) 組合等ICT対応強化支援事業費 122,320 122,320 0 1回

1,093,370 1,093,370 0 全国中央会

(1) 指 導 旅 費 0 0 0

(2) 特 別 講 習 会 開 催 費 717,060 717,060 0 ５回

(3) 調 査 研 究 費 376,310 376,310 0

813,977 813,977 0 全国中央会

(1) 取 引 力 強 化 推 進 事 業 費 813,977 813,977 0 ３組合

446,260 451,276 △ 5,016 全国中央会

(1) 制度改正等の課題解決環境整備事業費 446,260 451,276 △ 5,016

455,251 455,251 0 全国中央会

(1) 事業環境変化対応型支援事業費 455,251 455,251 0

169,882 169,882 0 全国中央会

(1) 外国人技能実習制度適正化事業費 169,882 169,882 0

（受託事業費） 28,542,169 31,067,774 △ 2,525,605

1 477,600 477,600 0 全国中央会

2 28,064,569 30,590,174 △ 2,525,605 全国中央会

科　　目

中小企業団体情報連絡員の設置

中小企業組合組織化開拓事業

中小企業連携組織等支援事業

（小規模事業者組織化指導事業）

（外国人技能実習制度適正化事業）

（中小企業組合等課題対応支援事業）

中小企業景況調査

ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進事業（令和元年度補正）

（制度改正等の課題解決環境整備事業）

（事業環境変化対応型支援事業）

（単位：円）

決算額（A） 補正後予算額（B） 増減（A－B）C 摘　　要

24,013,764 21,192,778 2,820,986

1 179,330 179,330 0

2 2,814,839 2,763,588 51,251

3 166,909 166,908 1

4 4,252,812 4,352,952 △ 100,140

(1) 職 員 給 料 手 当 796,836 896,976 △ 100,140

(2) 共 済 等 掛 金 2,412,000 2,412,000 0

(3) 管 理 職 手 当 491,976 491,976 0

(4) 役 職 手 当 552,000 552,000 0

5 2,609,933 2,500,000 109,933

6 1,921,507 2,000,000 △ 78,493 総会、理事会等

7 166,200 180,000 △ 13,800

8 74,100 100,000 △ 25,900

9 334,274 300,000 34,274 消耗品費等

10 393,999 500,000 △ 106,001

11 150,367 150,000 367

12 93,890 100,000 △ 6,110

13 0 0 0

14 0 0 0

15 2,760,000 3,000,000 △ 240,000

16 4,546,772 4,500,000 46,772 共済掛金集金事務費他

17 0 0 0

18 366,103 400,000 △ 33,897

19 0 0 0

20 3,182,729 0 3,182,729

Ⅱ 300,000 300,000 0

1 0 0 0

2 300,000 300,000 0

3 0 0 0

Ⅲ 4,160,367 4,046,000 114,367

1 2,546,000 2,546,000 0 全国中央会他

2 1,614,367 1,500,000 114,367 JETRO他

Ⅳ 0 0 0

1 0 0 0

Ⅴ 0 224,212 △ 224,212

1 0 224,212 △ 224,212

Ⅵ 119,133 0 119,133

1 119,133 0 119,133

188,109,990 187,998,474 111,516

科　　目

（一般事業費）

表　彰　費

福利厚生費

会員親睦交流事業費

人　件　費

役職員旅費

会　議　費

業界・課題別検討部会開催費

交　際　費

事　務　費

通　信　費

会長退任慰労積立金繰入

基金引当繰入

九州大会繰入費

車　輌　費

交　通　費

職員退職金

事務委託費

雑　　　費

組合台帳管理システム開発費

減価償却費

予　備　費

合　　計

当期純利益金額

当期純利益金額

負　担　金

関係団体負担金

その他の負担金

雑　支　出

役員退職金

雑　支　出

予　備　費

租税公課

引当繰入支出

退職給与引当金繰入
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分剰余金

　１　当期純利益金額 119,133

　２　前期繰越剰余金 24,674,507 24,793,640

Ⅱ　次期繰越剰余金 24,793,640

 　　上記のとおり報告します。

宮崎県中小企業団体中央会

   会　 長　　　堀之内　　芳　久

剰　余　金　処　分　案
自　令和５年４月　１日

至　令和６年３月３１日
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■収入の部 （単位：円）

科　目 摘　要

１ 負担金収入 （ 5,350,000 ） （ 6,100,000 ） （ △ 750,000 ）

 ⑴組合特別負担金 3,020,000 3,400,000 △ 380,000

 ⑵九州各県中央会負担金 610,000 700,000 △ 90,000

 ⑶青年部負担金 1,720,000 2,000,000 △ 280,000

２ 補助金等収入 （ 3,000,000 ） （ 3,000,000 ） （ 0 ）

 ⑴県補助金 2,000,000 2,000,000 0

 ⑵市町村補助金 1,000,000 1,000,000 0

３ 協賛金等収入 （ 3,115,000 ） （ 3,500,000 ） （ △ 385,000 ）

４ 本会計からの繰入 （ 3,182,729 ） （ 3,400,000 ） （ △ 217,271 ）

合　　計 14,647,729 16,000,000 △ 1,352,271

■支出の部

科　目 摘　要

１ 会場費 （ 7,811,210 ) （ 4,200,000 ) （ 3,611,210 )

　⑴会場借上料 2,476,210 1,700,000 776,210

　⑵会場設営費 5,335,000 2,500,000 2,835,000

２ 資料印刷費 （ 1,420,100 ) （ 2,800,000 ) （ △ 1,379,900 )

　⑴開催要項等印刷費 265,100 800,000 △ 534,900

　⑵大会誌等印刷費 1,155,000 2,000,000 △ 845,000

３ 表彰費 （ 697,646 ) （ 630,000 ) （ 67,646 )

　⑴記念品代 417,036 350,000 67,036

　⑵表彰関係費 280,610 280,000 610

４ 謝金 （ 880,000 ) （ 1,500,000 ) （ △ 620,000 )

５ 来賓関係費 （ 925,766 ) （ 550,000 ) （ 375,766 )

６ 青年部事業費 （ 1,720,000 ) （ 2,300,000 ) （ △ 580,000 )

７ 陳情費 （ 104,500 ) （ 500,000 ) （ △ 395,500 )

８ 連絡会議費 （ 427,363 ) （ 1,500,000 ) （ △ 1,072,637 )

９ 旅費交通費 （ 396,300 ) （ 500,000 ) （ △ 103,700 )

10 通信運搬費 （ 109,866 ) （ 100,000 ) （ 9,866 )

11 雑費 （ 154,978 ) （ 1,000,000 ) （ △ 845,022 )

12 予備費 （ 0 ) （ 420,000 ) （ △ 420,000 )

合　計 14,647,729 16,000,000 △ 1,352,271

第６２回中小企業団体九州大会収支決算書
自　令和５年４月　１日

至　令和６年３月３１日

決算額(A）

決算額(A）

予算額(B）

予算額(B）

増減（A－B）C

増減（A－B）C
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(単位：円)
科　　目 金　　額

Ⅰ　流動資産
   １　預金
　　（１）　普通預金 宮崎銀行 22,167,144

宮崎太陽銀行 6,215,201
商工中金 1,452,071

　　（２）　定期預金 宮崎銀行 7,000,000
宮崎太陽銀行 4,007,060
商工中金 17,280,000
流動資産計 58,121,476

Ⅱ　固定資産
   １　車両運搬具 スズキ　アルトエコ 1

固定資産計 1
資産合計 58,121,477

Ⅰ　流動負債
   １　未払金 佐川急便送料　他 19,789
   ２　預り金 宮崎県中小企業団体中央会　他 4,324,030

流動負債計 4,343,819

Ⅱ　固定負債
   １　共済運用準備金 43,967,469

固定負債計 43,967,469
負債合計 48,311,288

Ⅰ　正味資産 9,810,189

(単位：円)

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
Ⅰ  流動資産 Ⅰ  流動負債
　 1　預金 58,121,476 　１　未払金 19,789

　２　預り金 4,324,030
流動資産計 58,121,476 流動負債計 4,343,819

Ⅱ　固定負債
　１　共済運用準備金 43,967,469

固定負債計 43,967,469
Ⅱ  固定資産 負債合計 48,311,288
 　1　車両運搬具 1

固定資産計 1 Ⅰ　資本　
　１　当期純利益金額 980,285
　２　前期繰越剰余金 8,829,904

資 本 合 計 9,810,189
純資産合計 9,810,189

資産合計 58,121,477 負債及び純資産合計 58,121,477

財産目録総括表　（共済事業）
令和６年３月３１日現在

(三　純　資　産　の　部)

摘　　要
一　資産の部

二　負債の部

三　正味資産の部

貸借対照表総括表　（共済事業）
令和６年３月３１日現在

(一　資　産　の　部) (二　負　債　の　部)
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（単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

(二　一般管理費の部） (一　事業収益の部）

　　１　広告費 180,000 　　1　事務手数料収入(特) 2,534,845

　　２　渉外費 315,400 　　２　事業収入（総） 2,715,552

　　３　事務所費 1,290,000 事業収益合計 5,250,397

　　４　雑費 326,860

　　５　租税公課 1,836,290 (三　事業外収益の部)

　　６　加入促進費 326,000 　　１　雑収入 4,438

事業外収益合計 4,438

一般管理費合計 4,274,550

当期純利益金額 980,285

合　　計 5,254,835 合　　計 5,254,835

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分剰余金

   １　当期純利益金額 980,285

　 ２　前期繰越剰余金 8,829,904 9,810,189

Ⅱ　次期繰越剰余金 9,810,189

上記のとおり報告します。

                                                            宮崎県中小企業団体中央会  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　　長　　　　堀之内　芳　久　

損益計算書総括表　（共済事業）

剰余金処分案総括表　（共済事業）
自　令和５年４月　１日
至　令和６年３月３１日

至　令和６年３月３１日
自　令和５年４月　１日
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(単位：円)

科　　目 摘　　要 金　　額

一　資産の部

Ⅰ　流動資産

   １　預　　金

　　（１）　普通預金 宮崎銀行 11,589,369

　　（２）　未収金 0

流動資産計 11,589,369

Ⅱ　固定資産

　 １　土　　地 敷地面積 1，228．95㎡（共有地） 27,497,873

　 ２　建　　物

　　（１）　事務所 総面積 626．88㎡(３階及び共有部分） 33,395,482

　　（２）　建物附属設備 空調設備 1,228,270

固定資産計 62,121,625

資産合計 73,710,994

二　負債の部

Ⅰ　流動負債

　 １　未払金 宮崎ガス　他 6,495

流動負債計 6,495

負債合計 6,495

三　正味資産の部

Ⅰ　正味資産 73,704,499

財産目録　（会館事業）
令和６年３月３１日現在
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(単位：円)

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債

　　1　預　　金 11,589,369 　　１　未払金 6,495

　　２　未収金 0 流動負債計 6,495

流動資産計 11,589,369

負債合計 6,495

Ⅱ　固定資産

　　１　土　　地 27,497,873

　　２　建　　物 Ⅰ　資　　　本　

　　　(１）　事務所 33,395,482 　　１　基本財産 65,130,548

　　　(２）　建物附属設備 1,228,270 　　２　修繕積立金 8,573,951

固定資産計 62,121,625 資本合計 73,704,499

純資産合計 73,704,499

資産合計 73,710,994 負債及び純資産合計 73,710,994

(単位：円)

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

(二　一般管理費の部） (一　事業収益の部）

　　１　会館管理費 3,281,820 　　１　特別会費収入 2,886,000

　　２　修繕費 35,200 　　２　修繕積立金取崩 0

　　３　雑費 71,170 　　３　受取施設使用料 0

　　４　修繕積立金繰入 1,029,192 事業収益合計 2,886,000

　　５　減価償却費 246,243

一般管理費計 4,663,625

(三　事業外収益の部)

　　１　雑収入 1,777,625

事業外収益合計 1,777,625

合　　計 4,663,625 合　　計 4,663,625

損益計算書　（会館事業）
自　令和５年４月　１日
至　令和６年３月３１日

貸借対照表　（会館事業）
令和６年３月３１日現在

(一　資　産　の　部) (二　負　債　の　部)

(三　純　資　産　の　部)
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【第３号議案 令和６年度事業計画（案）決定の件】 

令和６年度事業計画書(案) 
自 令和６年４月 １日 
至 令和７年３月３１日 

 
１ 基 本 方 針  
 

わが国経済は、緩やかな景気回復の継続が期待される一方で、人口減少と少

子高齢化など社会経済の構造的な課題に加えて、長引く円安やエネルギー・原

材料価格の高騰をはじめ、ウクライナ情勢や中東情勢が緊迫するなど国際環境

が激変する中、先行き不透明な厳しい情勢が続いている。 
 
とりわけ、中小企業・小規模事業者（以下、中小企業等）を取り巻く経営環

境は、人手不足や事業承継への対応、デジタル化や脱炭素化、ＳＤＧｓへの取

組、さらなる賃金の引き上げや働き方改革への対応、マイナス金利解除による

資金繰り懸念など多くの課題が山積する中、より一層厳しい状況が続くことが

予想される。 
 
このような中、中小企業等がこの危機的状況を乗り越え、持続・成長・発展

していくためには、連携により相互の経営資源をこれまで以上に補完・補強し

ていくことが必要であり、中小企業組合とそれを支援する中央会の果たす役割

は、ますます重要性を増している。 
 
このため、本会では令和４年度から令和６年度までの「第２次宮崎県中央会

ビジョン」に基づき、最終年度となる今年度も４つの重点方針と中期支援計画

に沿った諸事業を効果的に実施し、中小企業組合の更なる支援の強化に取り組

むこととする。 
 
２ ４つの重点方針 
 
 (1) 中小企業組合の経営基盤強靭化支援 

    中小企業組合の経営基盤の強化を図るため、組合等の新たな取組や教育

情報事業への支援を強化する。また、ＩＴ化やＤＸの活用を支援するとと

もに、組合人材の育成についてもサポートする。 

 

 (2) 新規組合の設立と組合間連携等支援 

       雇用の確保と地域経済の持続的な発展を図るため、中小企業への組織化

を提案するとともに、組合間連携や企業間連携などを推進し、新たな事業

の創出を支援する。また、特定地域づくり事業協同組合についても、行政

と連携し設立を支援していく。 
 
 (3) 組合員企業等の経営支援 

       人材確保や事業承継といった企業が直面する経営課題について専門家を

活用した支援を実施するとともに、事業継続力強化計画等の作成支援や、

ものづくり補助金を活用した県内中小企業の新サービス・新商品の開発、

生産性の向上などをサポートする。 
 
 (4) 中央会組織の支援機能強化 

  中央会ビジョン遂行に向けた中央会事務局の組織体制の強化を図るた
め、事業提案力の強化やＤＸ活用支援に必要なＩＴスキルの習得、情報発

信力の強化と政策提言能力の向上を推進する。 
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